
第１回亀山市総合計画審議会資料 
 
 

平成２７年１０月７日 

亀山市企画総務部企画政策室 



亀山市総合計画審議会について 
【位置付け】 
 亀山市総合計画条例第１４条の規定に基づき、総合計画の策定（変
更・廃止）に際して、市長の諮問に対する調査審議を行うための機関
として設置されます。 
 今回の総合計画審議会においては、平成２９年度からの第２次亀山
市総合計画の策定に伴う調査審議を行うため、設置することとなりま
す。 

（抜粋・亀山市総合計画条例） 
第１０条 市長は、次の各号に掲げるときは、あらかじめ、
第１４条に規定する亀山市総合計画審議会に諮問するもの
とする。 

（１）基本構想又は基本計画を策定しようとするとき 
（２）基本構想又は基本計画を変更し、又は廃止しようとす
る場合において特に必要があると認めるとき 

第１４条 第１０条の規定による諮問に応じ調査審議するた
め、亀山市総合計画審議会を置く。 

第１５条第３項 委員の任期は、その者の調査審議に係る亀
山市総合計画の決定の日までとする。 【委員の任期】 

 亀山市総合計画条例第１５条第３項の規定により、調査審議を行う
総合計画の決定の日までが任期となります。 
 今回の総合計画審議会については、平成２９年度からを期間とする
第２次亀山市総合計画の調査審議を行うため設置します。そのため、
現在の予定では平成２９年３月末ごろまでが任期となります。 

  【会議のルール】 
 
◎会議は、会長が招集し、議長となります 
◎会議は、委員の半数以上が出席して成立します 
◎議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数の場合は議長が決します 
◎必要がある場合は、委員以外の者を会議に出席させ、意見を聴くことができます 
◎会議は、原則公開とします（傍聴の可否は、会長がその都度審議会に諮る） 
◎発言は、挙手をもって行い、出来る限り要点をまとめて述べてください 
◎会議時間は、長くとも概ね２時間とします 
◎議事録（会議概要）を市HP等で公表します（発言者名は非公開） 
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１．第１次総合計画(基本構想＆後期基本計画)について 
 
２．亀山市まちづくり基本条例について 
 
３．亀山市総合計画条例について 
 
４．第２次亀山市総合計画策定方針 

 
５．亀山市の地方創生の取組について 

・亀山市人口ビジョン(骨子)について 
・亀山市総合戦略(骨子)について 

（本日の説明内容） 



第１次総合計画（基本構想＆後期基本計画）について 

第１次亀山市総合計画の構成と位置付け 

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

基本構想

《政策》

基本計画

《施策》

実施計画
《事業》

１０年間

前期基本計画

（５年間）

後期基本計画

（５年間）

第１次
（３年間）

第２次
（２年間）

第１次
（３年間）

第２次
（２年間）

総合計画の位置付け 

基本構想 ＝ 旧地方自治法第２条第４項に規定される基本構想 
           ※法の規定に基づく議決により定める 
基本計画 ＝ 基本構想の具現化のための基本的な考え方・施策の展開方向などを示す 
           ※後期基本計画以降、議会基本条例に基づく議決 
実施計画 ＝ 基本計画期間(５年間)を３年と２年を単位として、総合計画の推進を図るた

めの主な事業を位置づける 
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策定の背景（課題） 
【P.１８～１９】 

都市機能の充実 

協働関係の構築 

環境を基軸とした取り組み 

交通利便性の発揮 

市民の生きがい感の尊重 

地域資源の保全・継承 

将来都市像 
【P.２０～２１】 
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め
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まちづくりの基本的
な考え方【P.２２】 
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基本構想の概要 
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ま
ち
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亀山市が目指すまちのイメージ 【P.２４】 
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基本施策の大綱 

(前期基本計画) 

まちのイメージ 

人が行き交う 

快適な都市空間創造のまち 

人と人との連携と 

交流が活発なまち 

環境快適空間創造のまち 

交通交流拠点として 

発展するまち 

だれもがいきいきと 

輝くまち 

過去を尊び 

未来へ羽ばたく学びのまち 

市民参画・協働と 

地域づくりの推進 

健康で自然の恵み 

豊かな環境の創造 

道路・交通ネットワーク 

の形成 

生きがいを持てる 

福祉の展開 

次世代を担う人づくりと 

歴史文化の振興 

美しい都市環境の 

創造と産業の振興 

まちのイメージを具現化するための基本施策の大綱  【P.２５】 

(後期基本計画) 

快適な 

都市空間の創造 

※後期基本計画の策定時
に一部見直し 



＜平成２８年度＞ 

人口：５２，０００人  世帯数：２０，８００世帯 

6,878

32,313

10,062

7,300

32,300

11,200

7,600

31,800

12,600

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成17年 平成23年 平成28年

(14.0%) (14.4%) (14.6%)

(65.6%) (63.6%) (61.2%)

(20.4%) (22.0%) (24.2%)

50,800
52,000

49,253

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

（世帯）

17,807
19,400

20,800

（人）

生産年齢人口年少人口 老年人口総世帯数

将来人口推計 【P.２６】 

住民基本台帳人口 
  XX,XXX人 

（H27.10.1現在） 
国勢調査人口 
  XX,XXX人 

（H22.10.1現在） 
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土地利用の基本方針 

自然と共生し、環境に対する
負荷を軽減する。 

亀山市の地形や歴史・文化
性に配慮する。 

「居心地のよさ」を追求する。 

安心・安全を前提とする。 

 
都市形成の考え方 

豊かな水を守る自然環境の保全 

広域的な連携を高める都市骨格
の形成 

環状線を軸に市域をつなぐ都市構
造の構築 

亀山市ならではの暮らしやすさを
追求した定住環境の創造 

亀山らしい景観づくりとネットワーク
型の地域資源の活用 

計画的な土地利用における規制・
誘導 

 
ゾーニング 
（７ｿﾞｰﾝ） 

自然保全・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝｿﾞｰﾝ 

自然共生型居住ｿﾞｰﾝ 

農地・田園居住ｿﾞｰﾝ 

にぎわいｿﾞｰﾝ 

都市ｿﾞｰﾝ 

住宅系市街地ｿﾞｰﾝ 

新産業ｿﾞｰﾝ・産業ｿﾞｰﾝ 

土地利用構想 【P.２７～３３】 



土地利用構想ゾーニング 【P.32～33】 
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１．快適な都市空間の創造 

[産業の振興] 
◆企業活動の促進・雇用の創出 
◆にぎわいの場の創造・商店街の活性化 

◆農林業の振興 
[美しい都市環境の創造] 
◆都市づくりの推進 
◆景観づくりの推進 
◆住環境の向上 
◆上下水道の整備 
[道路・交通ネットワークの形成] 
◆新たな国土軸の形成 
◆道路網の整備 
◆公共交通機関の整備 

２．市民参画・協働と 
地域づくりの推進 

◆地域コミュニティの活性化 
◆市民参画・協働と交流の場の創造 
◆人権の尊重 
◆男女共同参画の推進 
◆多文化共生の推進 
◆情報の提供と共有 

３．健康で自然の恵み豊かな 
            環境の創造 

◆健康づくりの推進 
◆地域医療の充実 
◆循環型社会の形成・エコシティの実現 

◆自然との共生 
◆防災力の強化 
◆地域安全の充実 

４．生きがいを持てる福祉の展開 

◆生涯学習の推進 
◆スポーツの推進 
◆地域福祉力の向上 
◆高齢者の多様な生活スタイルの支援 

◆障がい者の社会参加の促進 
◆社会保障の充実 

６．次世代を担う人づくりと 
         歴史文化の振興 

◆子どもたちの学びと健全育成 
◆子育て支援 
◆文化芸術の振興 
◆歴史文化の継承 
◆歴史的なまちなみの保存整備 
◆まちづくり観光の推進 

 行政経営 

 ◆自立した行政経営の推進 

基本施策の体系 【P.２７～３３】 
 
（基本施策の方向＝５つの柱＋行政経営）   基本施策◆＝３５  



基本施策の大綱 ５＋１ 基本施策 ３５ 

施策項目 126 

施策 308 
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４つの戦略プロジェクト 

市民力で地域力を高めるまちづくり 

市民参画と連携・交流で進める 安心・安全に軸足を置く 地域のポテンシャルを最大限に引き出す 

（まちづくりの基本的な考え方） 



１．第１次総合計画(基本構想＆後期基本計画)について 
 
２．亀山市まちづくり基本条例について 
 
３．亀山市総合計画条例について 
 
４．第２次亀山市総合計画策定方針について 

 
５．亀山市の地方創生の取組について 

・亀山市人口ビジョン(骨子)について 
・亀山市総合戦略(骨子)について 
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亀山市まちづくり基本条例について 

まちづくりの主体（市民・議会・執行機関） 
市民の権利と責務、議会の責務、執行機関の責務 

亀山市まちづくり基本条例 

平成22年4月1日施行 

相互尊重・協働により、まちづく
りに取り組むための基本的な事項 
 
まちづくりの９つの基本原則 

新たな自
治の確立 

亀山市らしい
まちの実現 

条例の目的 



前文  
 
第１条（目的） 
第２条（定義） 
第３条（条例の位置付け）  第１９条（推進義務） 

 第２０条（亀山市まちづくり 
           基本条例推進委員会） 

第４条（市民の権利） 
第５条（市民の責務） 
第６条（議会の責務）  
第７条（執行機関の責務） 
第８条（市長の責務） 
第９条（職員の責務） 

第１０条（協働の原則） 
第１１条（参加の原則） 
第１２条（情報共有の原則） 
第１３条（市民尊重の原則） 
第１４条（地域尊重の原則） 
第１５条（持続可能性の原則） 
第１６条（安全・安心の原則） 
第１７条（環境の保全及び創造の原則） 
第１８条（歴史尊重及び文化振興の原則） 

 前文 
 山並みや川の流れといった亀山市の豊かな自然環境、東西交
通の要衝として栄えてきた悠久の歴史にふれるとともに、まちづくり
の目標や条例制定の理念を示しています。  
 
  
 第１章「総則」 
 
 条例制定の目的、この条例で使
用する用語の定義や、この条例の
位置づけについて定めています。 

 
 第３章「まちづくりの基本原則」 
  
 亀山市のまちづくりを行う際に誰
にも共通な９つのきまり（基本原則）
を定めています。 
 亀山市のまちづくりは、この基本
原則にそって行われます。 
  
 

  
 第４章「この条例に基づく 
                まちづくりの推進」 
  
 この条例の推進のための具体的方法を定
めることや、この条例の推進のために必要な
事項について調査検討する、「まちづくり基
本条例推進委員会」の設置を定めています。 
  
 

 
 第２章「まちづくりの主体」 
 
 まちづくりの主体である、市民、議
会、執行機関の権利や責務を定め
ています。 
 また、執行機関の中でも、特に市
長と職員の責務を定めています。 
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まちづくり
の主体 

  この条例では、亀山市のまちづくりを行う主体（市民・議会・執行機関な
ど）の権利や責務を定めています。 

市民の権利 
第４条 市民は、まちづくりに参加する権利を有する。 
２ 市民は、議会及び執行機関が保有する公文書の公開を求める 
 権利を有する。 
３ 市民は、行政サービスを受ける権利を有する。 
４ 市民は、前３項の権利の行使に際し、国籍、人種、信条、性、社 
 会的身分、障がいの有無等により、差別されない。 
５ 市民は、第１項から第３項までの権利を行使すること又はしない 
 ことを理由に、不利益な扱いを受けない。 

市民の責務 
第５条 市民は、自らがまちづくりの主体であることを自覚するととも 
 に、相互に尊重し、協力しあって、積極的にまちづくりを推進するよ 
 う努めなければならない。 
２ 市民は、議会及び執行機関と協働して、まちづくりに取り組むよう 
 努めなければならない。 
３ 市民は、行政サービスに伴う負担を分任しなければならない。 
４ 事業者は、地域社会の一員としての自覚をもつとともに、事業活 
 動を行う際には、環境に配慮し、地域社会との調和を図るよう努め 
 なければならない。 

議会の責務 
第６条 議会は、市民の参加及び協働によるまちづくりを進めるよう努
めなければならない。 

  
 

執行機関の責務 
第７条 執行機関は、市民の参加及び協働によるまちづくりを進める 
 よう努めなければならない。 
２ 執行機関は、市民がまちづくりに参加できる体制を整備するよう 
 努めなければならない。 
３ 執行機関は、市民が行うまちづくりのための多様な活動を支援す 
 るよう努めなければならない。 
４ 執行機関は、国及び他の地方公共団体との対等な関係の下、 
 相互に連携協力を図るよう努めなければならない。 
５ 執行機関は、まちづくりに関する事項について、市民に対してわか 
 りやすく説明するよう努めなければならない。 

職員の責務 
第９条 職員は、公正かつ能率的に職務を遂行しなければならない。 
２ 職員は、次章に定めるまちづくりの基本原則に基づくまちづくりを 
 進めるために、自らの知識及び能力の向上に努めるとともに、創意 
 工夫を図って職務を執行しなければならない。 

市長の責務 
第８条 市長は、次章に定めるまちづくりの基本原則に基づき、地域経 
 営の視点に立ったまちづくりを進めるよう努めなければならない。 
２ 市長は、効率的な行政運営が行われるよう努めなければならない。 
３ 市長は、職員の能力向上を図り、様々な行政需要に対応できる知 
 識及び能力を持った職員を育成するよう努めなければならない。 
４ 市長は、毎年度、施政の方針を明確に定めるとともに、その達成状 
 況を市民及び議会に説明しなければならない。 



基本原則 
  この条例では、亀山市のまちづくりを行う際に誰にも共通な９つのきまり
（基本原則）を定めています。 

協働の原則（第１０条） 
 
   まちづくりは、市民、議会及び執行機関が相互に尊重し、 
  協働して進めるものとする。 
  
 

参加の原則（第１１条） 
 
   まちづくりは、市民の参加によって進めるものとする。 
 

情報共有の原則（第１２条） 
 
   まちづくりは、市民、議会及び執行機関がそれぞれ保有 
  する情報を相互に提供し、共有して行うものとする。 
  
 

市民尊重の原則（第１３条） 
 
   まちづくりに当たっては、市民の権利及び自主性が尊重 
  されなければならない。 
  
 

地域尊重の原則（第１４条） 
 
   まちづくりに当たっては、地域の個性が尊重されなければ 
  ならない。 
  
 

持続可能性の原則（第１５条） 
 
   まちづくりに当たっては、現在及び将来世代に対する責 
  務を果たすため、持続可能なまちの構築に努めなければ 
  ならない。 
  
 

歴史尊重及び文化振興の原則（第１８条） 
 
   まちづくりに当たっては、歴史の尊重及び文化の振興に 
  努めなければならない。 
  
 

環境の保全及び創造の原則（第１７条） 
 
   まちづくりに当たっては、環境の保全及び創造に努めなけ 
  ればならない。 
  
 

安全・安心の原則（第１６条） 
 
   まちづくりに当たっては、安全で安心なまちの構築に努め 
  なければならない。 
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１．第１次総合計画(基本構想＆後期基本計画)について 
 
２．亀山市まちづくり基本条例について 
 
３．亀山市総合計画条例について 
 
４．第２次亀山市総合計画策定方針について 

 
５．亀山市の地方創生の取組について 

・亀山市人口ビジョン(骨子)について 
・亀山市総合戦略(骨子)について 



亀山市総合計画条例について 

≪条例制定の背景≫ 
 
平成２３年の地方自治法の改正 
   「総合計画(基本構想)」の策定・議決の義務付け・根拠規定が撤廃されたことから、 
   これまで市の最上位計画であった総合計画の法的な位置付けが失われた 
 

⇒  市の最上位計画である総合計画の策定についての策定が必要 
 

≪条例の概要≫ 
 
  名称 亀山市総合計画条例 
  目的 総合計画の基本的事項の明確化、策定等に関する必要事項を定め、総合的かつ計画的な市政の 
      運営を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（基本的事項） 
 策定 市長の策定義務 
 位置付け 市の最上位計画 
 

（策定手続き） 
 審議会への諮問 
 議決根拠 基本構想のみ 
   ※基本計画は議会基本条例に基づく議決 

（策定方針） 
 社会経済情勢の変化等の反映、 
 市民の参画の機会の確保 など 
 

（総合計画審議会） 
 設置根拠、組織構成 など 
 
 

平成２７年６月定例会において議決（同日施行） 
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１．第１次総合計画(基本構想＆後期基本計画)について 
 
２．亀山市まちづくり基本条例について 
 
３．亀山市総合計画条例について 
 
４．第２次亀山市総合計画策定方針について 

 
５．亀山市の地方創生の取組について 

・亀山市人口ビジョン(骨子)について 
・亀山市総合戦略(骨子)について 



第２次亀山市総合計画策定方針について 

第２次亀山市総合計画策定方針の概要 

１．背景と趣旨 
（１）計画策定の背景 
（２）計画のねらい 

２．第２次総合計画の構成と期間 
（１）計画の構成 
（２）基本構想 
（３）基本計画 
（４）実施計画 

３．策定の視点 
（１）市民にわかる、市民とつくる視点 
（２）長期的な人口維持を見据える視点 
（３）政策にメリハリをつける視点 

４．策定体制 
（１）市民参画 
（２）総合計画審議会 
（３）庁内策定体制 
（４）市議会との情報共有 

５．策定スケジュール 
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（これまでの総合計画） 

第２次亀山市総合計画策定方針について 

背景と趣旨 

基本構想 
地方自治法の規定に基づき、議決 

 これまで、「基本構想」は、地方自治法(旧法)第２条第４項の規定に基づき、『総合的かつ計画的な行政の運
営を図るための基本構想』として、全ての自治体において、議会の議決を経て定められてきました。 
 また、亀山市では、平成２２年９月に施行された「亀山市議会基本条例」の規定により、基本構想に加え、
基本計画（現在は「後期基本計画」）の議決を経て策定することとしています。 
 
 こうした中、平成２３年の地方自治法の一部改正により、市町村における基本構想の策定・実施の義務付け
が撤廃されました。 

◎総合計画の策定に係る背景 

基本計画 
議会基本条例の規定に基づき、議決 

地方自治法改正による 
義務付けの撤廃 

策定する、しない、 
を含め、 

自治体の裁量に・・・ 

 『総合計画』は、地方自治法の規定もあったことから、中長期的な視点により市政全般を推進するための計
画としての役割を果たしてきました。 
 こうした役割は、今後も必要なものであるとの考えから、亀山市では、総合計画を引き続き策定していくこ
ととしました。 

◎総合計画のねらい 



第２次亀山市総合計画策定方針について 

第２次総合計画の構成と期間 

 亀山市の総合計画は、「基本構想」、「基本計画」、「実施計
画」の３層構造による編成となっています。 
 この構成は、３層構造は、政策を位置づける「基本構想」、施
策を位置づける「基本計画」、事業を位置づける「実施計画」と
なっており、市の方針等の位置づけを明確にする面からも、適切
な構成となっています。 
 
 そのため、『第２次亀山市総合計画』についても、これまで同
様の３層構造を維持し、策定を進めることとします。 

◎総合計画の構成 

３層構造 概要 

基本構想 市の政策 

基本計画 市の施策 

実施計画 市の事業 

 一方、近年、首長選挙におけるマニ
フェストが定着してきていることから、
他の自治体においても首長任期と総合計
画の期間の整合を図る自治体が増加して
います。 
 本市はこれまで、１０年間の「基本構
想」、５年間の「基本計画」、３年＋２
年間の「実施計画」としてきましたが、
今後もこのままの期間を維持する場合、
市長の任期中に一度も計画見直しの機会
が訪れないことが生じます。このままで
は、市長の政策実現を図る観点からは望
ましいものとはいえません。 
 こうしたことから、市長任期との整合
を図るため、各計画の期間は次のとおり
とします。 

◎総合計画の期間 
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第２次亀山市総合計画策定方針について 

策定の視点 

第２次亀山市総合計画の策定に当たっては、亀山市まちづくり基本条例の基本理念
を踏まえつつ、先行して策定することとなるまち・ひと・しごと創生法に基づく
「地方人口ビジョン」及び「地方総合戦略」との整合を図り、次の点を重視するこ
ととします。 

市民にわかる、 
市民とつくる視点 

（２）長期的な 
人口維持を見据える視点 

（３）政策に 
メリハリをつける視点 

策定におけるさまざまな段階にお
いて、市民の参加しやすい環境を
つくります。中でも、将来を担う若
い世代の意見を汲み取る機会を
重視します。 
また、計画自体が市民にとってわ
かりやすいものにするとともに、策
定後の計画推進においても、市民
にわかりやすく伝える工夫を凝らし
ます。 

現在、日本は長期的な人口減少
社会へ突入しており、本市にとって
もそれは例外ではありません。人
口政策には長期的な視点が必要
であり、段階的に効果的な政策推
進を図れるよう、人口維持政策を
重視します。 

近年の本市は、財政調整基金の
取り崩しによる予算編成が恒常化
しつつある中、市税収入の停滞や
普通交付税の合併算定替特例の
段階的縮減が始まることから、今
後も厳しい財政状況が続くことが
見込まれます。こうした中にあって
も、必要な政策へ効果的な資源
投下していくことができるよう、政
策推進にメリハリをつけることを重
視します。 
 



第２次亀山市総合計画策定方針について 

策定体制 

《 前 期 基 本 計 画 》  

総合計画  
審  議  会  

諮  問 

答  申 

市  長 
審 査 ・ 議 決  

提  案 

市 議 会  

《市民参画》  

①市民フォーラム（２回） 
 
②地域懇談会（ｷﾗまちﾄｰｸ） 
 
③市民意向調査 
  抽出アンケート(2,000人) 
  中学生アンケート 
 
④公募委員参画 
  総合計画審議会 
 
⑤パブリックコメント 
 

基本構想検討プロジェクトチーム 

ﾘｰﾀﾞｰ：企画政策室長 
（室長・主幹・主任主査級） 
 
 
 
 

（組織内ｸﾞﾙｰﾌﾟ） 

○将来都市像検討グループ 
○人口推計検討グループ 
○土地利用構想検討グループ 

 基本構想についての検討を行う。 

 庁内検討の資料とするため、多彩な手
法による市民意向の把握を行うとともに、
総合計画策定への市民参画を図る。 

報 告  指 示  

分野別政策検討部会  

関係室長により構成 

 中期戦略会議の指示に基づき、政策分野
別の検討を行う。 

※基本構想の検討にあわせ、部会再編を行う。 

《基本構想》 

戦略プロジェクト 
研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

主任主査級以下の有志職
員 

 中期戦略会議の指示に
よる「戦略プロジェクト」に関
する研究を行い、その報告
を行う。 

中 期 戦 略 会 議  

委員長：市長 
副委員長：副市長、教育長 
委員：医療ｾﾝﾀｰ院長、消防長、部・局長(議会事務局長除く) 

庁内検討の最終意思決定及び全体調整を行う。 調 整  

産業・環境・交通部会 都市建設・防災部会 

市民協働・文化 
・共生部会 

子育て・教育部会 

健康・福祉・医療部会 行政経営部会 
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① ② ③ ④ ⑤ 諮 審 答

想定施策・事業調査

基本計画
後期評価

平成２７年度 平成２８年度

９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月９月 １０月 １１月６月 ７月 ８月１２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

骨格案検討
素案検討
調整

基礎検討

パブリックコメント
基本構想（中間）
最終案

基本構想
評価検証
骨格案検討
素案検討
調整

戦略ＰＴ関係
ＷＧ設置
骨格検討
素案検討

担当室作業

実施計画立案
市民意向把握

フォーラム（Ｈ28.4）

市民アンケート

総合計画審議会

市長任期

市議会

第２次亀山市総合計画策定方針について 

策定スケジュール 

第１回(10/7) 
・委員委嘱 
・策定に関する情報共有 
 

第２回(1/25) 
・基本構想(骨格) 
・情報共有 
（後期評価・ｱﾝｹｰﾄなど） 

第３回 
・基本構想(ﾊﾟﾌﾞｺﾒ素案) 
・基本計画(検討状況） 
    など 

第４回 
・基本構想(ﾊﾟﾌﾞｺﾒ結果) 
・基本計画(骨格） 
     など 

第５回 
・基本計画(検討状況） 
     など 
 

第６回(諮問)⇒第７回(審
議)⇒第８回(答申) 
 ・第２次総合計画(諮問案)に 
  関する調査審議 



１．第１次総合計画(基本構想＆後期基本計画)について 
 
２．亀山市まちづくり基本条例について 
 
３．亀山市総合計画条例について 
 
４．第２次亀山市総合計画策定方針について 

 
５．亀山市の地方創生の取組について 

・亀山市人口ビジョン(骨子)について 
・亀山市総合戦略(骨子)について 
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亀山市の地方創生の取組について 

亀山市人口ビジョン(骨子)について 

【人口の推移・推計と変動要因】 ピーク（全国） 
2008年 
128,084千人 

ピーク（三重県） 
2007年 
1,873千人 

ピーク（亀山市） 
2020年 
51,975人 

出典：国勢調査(～2010)  

    国立社会保障人口問題研究所推計 

（総人口） 
 国の総人口は、高度経済成長期(1950-
1985)に急激に増加し、その後、緩やかな増
加に転じ、2008年をピークに減少に転じてい
ます。 
 一方、亀山市は1970年までは減少が続い
ていますが、その後増加に転じ、国・県よりも
10年ほど遅れた2020年をピークに人口減少
に入ると推計されています。 
 

（変動要因） 
 人口の増減は、主に出生や死亡という自然要因によるものと、
転入転出という社会要因によるものが考えられます。 
  
◎自然増減 
 2004年までは概ね増加により推移していましたが、2007年以
降、減少に転じています。 
◎社会増減 
 1999年までは転出超過となっていましたが、2003年以降は
2010年、2014年を除き転入超過の傾向となり、2006、2007年
は大きな転入超過となっています。 
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【自然増減の分析】 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

三重県 1.51 

亀山市 1.50 

沖縄県 1.87 

全  国 1.39 

東京都 1.12 

自然増減は、出生による増加と死亡による減少がその要因となります。 
自然増減の分析については、出生に関する指標として、主に合計特殊出生率を基に分析をしています。 

 1970年から2005年までは全国、３都県(東京・沖
縄・三重)、亀山市のいずれも低下し続けていましたが、
2010年にはいずれも上昇に転じています。 
 亀山市はいずれの年も全国平均を上回り、三重県
とは概ね同水準で推移しています。 

（合計特殊出生率の推移） 

a

出生超過

死亡超過
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【社会増減の分析】 

社会増減は、転入による増加と転出による減少がその要因となります。 
 
社会増減の推移をみると、1995年から2009年頃までは、ほとんどの年度で
転入が転出を上回る社会増の状況が続いていますが、2010年以降は転入
と転出が拮抗しています。 
特に、2007年前後には大きな社会増の期間が続いています。 
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【シャープインパクトの検証】 

2000 2005 2010 2015 
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コーホートF 
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コーホート A 

2000 2005 2010 2015 

コーホート B 

コーホート C 

コーホート D 

コーホート E 
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コーホート A 

2000 2005 2010 2015 

コーホート B 

コーホート C 

コーホート D 

コーホート E 

  2000 2005 2010 2015 
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コーホート B 

コーホート C 

コーホート D 

コーホート E 

（日本人の動き） 

（外国人の動き） 

 2005年から2010年にかけて、生産年齢人
口が増加し、2015年にやや減少しています。 
 世代で見ると、特に20～34歳の世代に顕著
な傾向が見られます。 
 この傾向は、外国人に限定すると更に顕著な
傾向となっています。 
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亀山市基本推計 

社k人研推計 

亀山市基本推計 
(封鎖人口) 

【亀山市の将来人口の推計】 

1.394 1.387

1.491 1.517

1.639

1.64

1.66
1.72

1.78
1.85

1.91
1.97

2.03
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実績値（換算値） 実績値の線形近似線 設定値（近似線による） 修正設定値

（合計特殊出生率） 

本市の1995年から2014年における本市の合計特殊出生率は上昇傾
向にあり、今後もその傾向が維持するものとして算定します。ただ
し、上昇の上限は国の当面の目標となっている1.8とします。 

分類 考え方 

社人研推計 
2010国調人口を起点に、2005国調人口との差を今後の推計の基準として
算定 

亀山市基本推計 
2010国調人口を起点に、2014年までの住民基本台帳人口の推移と社人研
推計の乖離を調整するため、純移動数の増加が突出していた2005年～
2010年を除いた期間の変動状況を基準に算定 

亀山市基本推計 
(封鎖人口) 

亀山市基本推計において、純移動数をゼロと仮定して算定 



【総合戦略の概要】 

亀山市まち・ひと・しごと創生総合戦略(骨子)について 

（１）総合戦略の位置づけ                                    

 

本戦略は、平成２６年１１月に制定された「まち・ひと・しごと創生法」に位置づけられる地方版総合戦略
として、「亀山市人口ビジョン」と一体的に策定します。 

策定にあたっては、国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び、県の「まち・ひと・しごと創生総合戦
略（仮称）」を勘案するとともに、市の最上位計画である「第１次亀山市総合計画」との整合を図ることとし
ます。 

 

（２）総合戦略の役割                                      

 

本戦略は、本市における「まち・ひと・しごと創生(地方創生)」の取組の基本を定めるものです。人口減少
という我が国の大きな課題を克服し、本市が持続可能なまちづくりを進めるため、「亀山市まちづくり基本条
例」に定める理念の下、市民、議会、執行機関が互いに尊重し、協働し合いながら、本戦略の描く都市像を共
有し、戦略を推進するものとします。 

 

 

（３）総合戦略の計画期間                                    

 

本戦略は、平成２７年度から平成３１年度までを計画期間とする５か年の戦略とします。 

ただし、社会経済情勢の変化や戦略の進捗状況などに伴い、必要に応じて見直しを行うこととします。 
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【総合戦略と総合計画の関係】 

第２次亀山市総合計画（H29-H38） 

基本構想（H29-H38） 

前期基本計画（H29-H33） 

戦略(重点)プロジェクト 
  地方創生に関する取組(人口減少対策)を想定 

まちづくり編 
 
  ※個別施策と総合戦略の整合は、総合戦略と戦略 
   プロジェクトが整合することで、必然的に整合する。 

行政経営編 

亀山市総合戦略（H27-H31） 
※総計策定に合わせ、見直し 

まち・ひと・しごと創生総合戦略(国) 
 （基本目標） 

三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略 

整合 

勘 
案 

第２次実施計画（H29-H31） 

「しごと」・「ひと」の好循環作り 
 ・地方における安定した雇用を創出する 
 ・地方への新しい人の流れを作る 
 ・若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

「好循環を支える、まちの活性化 
 ・時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るととも
に、地域と地域を連携する 

 第２次総合計画に先行して策定する総合戦略は、第２次総合計画
においても重要な課題となる人口減少の抑制に対する対策を網羅的
に盛り込む者となる。 
 そのため、これから検討を進める第２次総合計画においても、重要
な要素となる『戦略(重点)プロジェクト』などにおいて、その一部(または
全部)を担う考え方となることを想定しています。 

勘 
案 

勘 
案 



（基本的な視点） 

（基本目標） 

【総合戦略の骨格】 

≪めざす都市像の考え方≫ 
 
▽将来の人口減少をできる限り抑制しつつ、バランスの取れた年齢構成で人口を安定化させることにより、
持続可能性を保った都市をめざすこと 
▽急激な人口誘引策などに依るのではなく、むしろ市民の生活の質を恒常的に高めていくことによって、
住み、働き、生活するまちとして選ばれる都市をめざすこと 

■ 国の総合戦略の「政策５原則」（自立性、将来性、地域性、直接性、結果重視）を踏
まえる 
■ 必ずしもこれまでの取り組みにとらわれず、自由な発想と新たな切り口で付加価値を
生み出せるよう、取り組みの環境を整える 
■ 都市の成長・成熟に合わせて、取り組みがステップアップしていけるよう、ストー
リーを明確にする 
■ より効果的な成果を生み出せるよう、ターゲットと期待する効果に明確にする 
■ 人口の自然減対策と社会減対策とのどちらかに偏ることなく、バランスよく施策を推
進し、その相乗効果を発揮させる 

○まちの創生 
  まちの魅力や価値を高め、選ばれる都市をつくる 

○ひとの創生 
  子どもを安心して産み育てられ、郷土愛をはぐくむ 

○しごと(くらし)の創生 
  若者の未来への希望を応援し、くらしを支える 

○つながり、見守り、助けあえる地域社会をつくる 
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【想定する取組項目例】 

まちのシーン①  

 訪れるまち 

・シティプロモーションの推進 

・観光・交流の促進 

・自然環境の保全 

・歴史的まちなみの保全 

まちのシーン② 

 便利なまち 

・道路・交通ネットワークの整備 

・都市のコンパクト化と中心市街地等の活性化 

・情報通信技術の利活用による地域活性化 

まちのシーン③ 

 安全なまち 

・地域防災力の向上 

・社会資本整備と適切な維持管理の推進 

基本目標Ⅰ まちの創生 
ライフシーン①  

 子ども・思春期 

・郷土学習 

・キャリア教育、ライフプラン教育の推進 

・次代の親育てと家庭教育への支援 

・高等教育機関との連携 

・保育・教育と地域の連携強化 

・子どもの居場所づくり 

・児童虐待防止などの取り組みの充実 

ライフシーン② 

 結婚、出産 

・出逢い、結婚の機会づくりへの支援 

・不妊・不育症治療への支援 

・子どもや母親の健康支援 

ライフシーン③ 

 子育て 

・魅力ある就学前教育・保育の推進 

・多様なニーズに応じた保育・子育て支援の充実 

・発達支援の必要な子どもと家庭への支援の充実 

・ひとり親家庭の自立支援 

・男性の子育て参加の促進 

・ワーク・ライフ・バランスの推進 

基本目標Ⅱ ひとの創生 

ライフシーン①  

 働く 

・魅力ある雇用の場づくりと安定雇用の促進 

・ＵＩＪターンへの支援 

・女性の活躍推進 

ライフシーン② 

 遊ぶ・楽しむ 

・生涯学習、生涯スポーツの振興 

・健康づくりの推進 

・公園・緑地の充実 

・レクリエーション機能の充実 

・都市的サービス機能の充実 

ライフシーン③ 

 住む 

・低廉で安全、快適な住宅の確保 

・宅地開発の促進 

基本目標Ⅲ しごと(くらし)の創生 

－ ・地域特性を活かした個性あふれるまちづくり 

・コミュニティ活動、ボランティア活動の活発化 

・地域での安心・安全対策の促進 

・「小さな拠点」の形成 

・空き地、空き家対策の促進 

・移住や山村留学の促進 

基本目標Ⅳ つながり、見守り、助けあえる地域社会
をつくる 
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